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1. 背景と目的 
民間資金等の活用による公共施設等の整備等の

促進に関する法律（以下「ＰＦＩ法」という。）が

施行されてから、実施方針が策定・公表された事

業は100 を数える。しかし、その内容を見ると箱

モノ施設の事業が大部分を占める。 

今後は、ＰＦＩがある程度普及した中で、個別

の事業分野の特性に応じてＰＦＩ手法の導入を図

る必要が生じている。そのため、特にライフサイ

クルに占める維持管理・運営費の比率が高い事業

であり、民間事業者が公共より高い専門性を有し、

活躍が期待できるインフラ分野の中で特に下水道

等の排水処理分野に注目する。 

このような観点から本稿は、排水処理分野にお

けるＰＦＩ事業に対して、適切にその導入を促進

するために、実務上の課題や留意点を整理しそれ

に伴う対応策について整理することを目的とする。 

 

2. 事業スキーム構築における検討 
 ここでは、排水処理施設を対象に事業スキーム構

築における検討を行う。以下に一般的に想定される

事業スキーム図（案）、事業内容(案)を示す。 
 ＰＦＩ事業者は、施設の設計・建設に加え、事業期

間中の維持管理・運営及び施設からの発生土有効

（再生）利用を含むものとする。また、事業方式は、Ｂ

ＴＯ方式で、サービス購入型とする。 
（１）課題抽出 
  ここで、事業スキーム構築において以下の課題

が生ずる。 
① ＰＦＩ事業範囲における発生土有効（再生）利

用業務の扱い 
現在、排水処理業務に伴い発生する発生土

は、各自治体ごとに処分方法が異なるが、最終

処分場への埋め立て及び、園芸用土、土木資 

出 

資 

配 

当 

・設計、建設 
・維持管理 
・発生土有効利用 

保険会社 

 

建設会社等 

発生土有効利用会社等 

出資者 

融 

資 

返 

済 

建設請負 
契約 

業務委託 
契約 

金融機関 

PFIサービス料 

＋施設引渡しの対価 

【特定事業契約】 

処理施設 

公
営
企
業
局
等 

施設所有（BTO） 

SPC 

（完工後譲渡） 

維持管理・運営会社 

保険契約 

業務委託契約 

ﾀﾞｲﾚｸﾄｱｸﾞﾘｰﾒﾝﾄ 

PFIサービスの提供 

SPCの事業内容 
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材、セメント材料として再資源化等の有効（再

生）利用されている状況である。 
ここで、ＰＦＩ手法を導入するにあたり、民間事

業者の持つノウハウと市場開拓能力を活用する

こと（すなわち、発生土有効（再生）活用需要リス

クを移転する）により有価物として発生土有効

（再生）利用の拡大が図り、処理費用の縮減と多

様な有効利用用途開発による循環型社会の構

築への貢献を期待することが考えられる。 
そのため、ＰＦＩ事業者には、 
ア） 有効（再生）利用に係る市場の変動リスク

を事業期間にわたって負担 
イ） 発生土の量の変動及び質の変動リスクを

事業期間にわたって負担 
   という課題が生じる。 
② 事業者の収入における発生土有効（再生）利

用業務に係るサービス対価の扱い 
ＰＦＩ事業を導入するにあたり、事業者の収入

における発生土有効（再生）利用業務に係るサ

ービス対価は、以下のような扱いが一般的とな

る。 
「発生土有効（再生）利用業務に係る対価に

ついて、ＰＦＩ事業契約においてあらかじめ定め

る額を、維持管理・運営期間にわたり事業者に

支払う。なお、その額は、維持管理・運営業務及

び発生土の有効（再生）利用業務に要する総費

用（事業者の提案業務に要する費用）を運営期

間にわたって平準化した額を基本とする。」 
そのため、ＰＦＩ事業者に対して、 
ア） 発生土の有効利用業務に伴う損益がＰＦ

Ｉ事業の継続に与える影響が大きくなる 
という課題が生じる。 
（２）検討結果 
① ＰＦＩ事業範囲における発生土有効（再生）利

用業務の扱い 
発生土有効（再生）利用業務の場合、有効

（再生）利用生成品に対する需要リスクの分担

が最も困難な課題のひとつであり、後述２．で

検討する結果が示すとおり、市場での価格・流

通経路・供給安定性等不利な条件が多い。そ

のため、何らかの公共側のリスク分担なしには

民間事業者の参入を促することができない。ま

た、公共側のサポートが大きすぎる場合、事実

上公共側が全てのリスクを被ってしまう危険、市

場原理を阻害して、民間側のモラルハザードを

生じる危険があると判断できる。 
また、一方で公共サイドからこのようなＰＦＩ事

業を見た場合、発生土の量や質に結びつく処

理対象量の確保見通しは重要課題となる。処理

すべき量が確保できない場合には公共側の負

担となるため、ＰＦＩ事業期間内の処理量見通し

は十分詳細な吟味が必要である。場合によって

は、他処理場等からの受入についても考慮して

おくことが必要となる。さらに、本事業でのサー

ビス対価は「排水処理汚泥の処理・処分」という

サービスに対する対価として支払われることとな

るため、事業契約上、処理量の増減は事業収支

上最も重要な項目となる。よって、実施方針作

成に移行する段階においては、処理量の上下

限及び品質等についてどのように取り扱うのか

を明確にしていく必要がある。 
② 事業者の収入における発生土（再生）有効利

用業務に係る対価の扱い 
   発生土の有効（再生）利用業務に伴う損益が

ＰＦＩ事業存続に与える影響を軽減し、ＰＦＩ事業

破綻を回避するには、事業期間の中で、３～５

年周期程度ごとに、発生土有効（再生）利用の

量や利用に関わる経費に関わる事項を官民で

見直す規定を事業契約において明確化するこ

とが必要と考える。また、有効（再生）利用に対

する研究開発費の公共による一部負担や事業

契約で定めた以上の有効（再生）利用などを達

成した場合にはボーナスをサービス対価に上

乗せするような措置により、ＰＦＩ事業者の事業

努力を促す仕組みを構築することが望ましい。 
 

３．発生土の有効（再生）利用の検討 
（１）有効（再生）利用市場の状況、見通し 
排水処理に伴う有効（再生）利用市場の状況につ

いては地域性にもよるが、以下のように判断される。 

① 農業・造園（農業用土・園芸用土・緑化基板材

等） 

発生土を原料とした農園芸用土への有効（再

生）利用については、発生土の分析試験結果

等、詳細な条件を提示できない段階で具体的

な有効（再生）利用量の確認は出来ない状況で

あるが、一定の受入れ余地があるものと想定さ

れる。なお、これらについては有価物（有用物）

となり「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以

下「廃掃法」という。）の適用外となる。 

② 建設資材（土壌改良用・グランド造成用・埋戻

し材等） 

現時点では、建設資材に利用する場合は、

基本的に残土扱いとなり、有価での販売は困難

な見通しの理由で発生土の有効利用に積極的

な会社は少ない。 
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ただし、大手建設会社等がPFI事業者の立場

で事業に参入してきた場合、これらの関連建設

工事現場において、ある程度の規模で埋め戻

し材等に有価物として有効利用する可能性が考

えられる。なお、これらについても有価物（有用

物）となり「廃掃法」の適用外となる。 

③ 既存処分（再利用）：セメント原料・瓦固定材料 

有価で利用できない発生土については、従

来どおり「廃掃法」の適用を受け、産業廃棄物

としてこれまでの処分先へセメント原料として処

分（再利用）することとなる。 

また、瓦固定材料への再利用については、

処理方式変更に伴い発生土性状が変化する

（無薬注方式採用により消石灰等の薬品添加が

なくなる）ことにより、困難となる可能性が高いと

判断される。 

（２）有効（再生）利用の課題 
有効（再生）利用を可能とさせるためには以下の

課題を満足させることが必要と考えられる。 
① 有効（再生）利用の需要が事業期間の間に安

定していること 
② 性状が利用する目的物に適応していること 
③ 再資源化における費用が不要或いは非常に

安価であること 
（３）検討結果 
以上、近年の排水処理に伴う発生土の有効（再

生）利用方法としては、盛土材・埋戻し材等の建設資

材と農業用土・園芸資材としての利用が主流である

が、有効（再生）利用に当たっては、発生土の受入業

者の事業が確保されている事が大前提である。よっ

て、発生土の性状、供給量が利用する目的物の要求

に適合しているか等について十分に調査を行う必要

がある。 
また、民間事業側としても公共による有効利用生

成品に対する購入やサポートを希望する企業が殆ど

であるのが実態であることより、公共側からも積極的

な有効（再生）利用を支援する施策を進めることも必

要である。 
 
４．リスク移転効果の検討 
個々のＰＦＩ事業ごとにリスクの様相等は異なるた

め、実際は個別の事業ごとのＰＦＩ事業スキーム、契

約等の分析に基づき、リスクマネジメントを行うことが

一般的である。そこで、ここでは、排水処理分野にお

いて課題となるのリスク移転効果の検討を行う。 
（１）排水処理分野において課題となるリスクの抽出 
 まず、想定される排水処理分野において課題とな

るリスクの中で、ＰＦＩ事業を導入することによるリスク

移転が想定されるリスクを抽出し、以下の表に整理し

た。 
リスクの種類 リスク内容 

計 画

リスク 
①応募リスク 応募費用に関するもの 

②工事遅延リ

スク 
工事が契約より遅延する、

または完成しない場合に

関するもの 
③物価リスク 建設期間中のインフレ・デ

フレに関するもの 

建 設

リスク 

④金利リスク 建設期間中の金利変動リ
スク関するもの 

維 持

管 理

リスク 

⑤瑕疵リスク 施設に瑕疵が見つかった
場合に関するもの 

運 営

リスク 
⑥発生土有

効（再生）利

用リスク 

発生土有効（再生）利用リ

スクに関するもの 

 
（２）リスク移転による課題 
（１） で整理したＰＦＩ事業者に移転される各リスクに

対する課題を以下に示す。 
① 応募リスク 
応募に関わる提案書を作成することにより、

人件費や機器使用、事務用品、印刷製本費等

の費用が発生し、落選した場合には、当該コス

トが回収できないことが課題となる。 
② 工事遅延リスク 
    不可抗力以外の事由による工事完成遅延によ

って、その費用や違約金支払い、違約金の保

証に関わる費用が発生することが課題となる。 
③ 物価リスク 
一般的に排水処理施設の応募提案時から処

理施設を公共に引き渡すまでの期間は、３年以

上となり、公共事業の中では長期間の位置づけ

である。そのため、長期間の建設期間中に物価

リスクを負担することは、ＰＦＩ事業者にとって課

題となる。 
④ 金利リスク 
物価リスクと同様の課題となる。 
⑤ 瑕疵リスク 
一般的に瑕疵期間が、１０年間と設定されるＰ

ＦＩ事業が多いが、排水処理施設の場合、特に

設備に関しての設定期間が長いことが課題とな

る。なお、民法上の瑕疵があるときは、その事実

を知った時から１年以内との規定である。 
⑥ 発生度有効（再生）リスク 
（２）で検討したように、発生土有効（再生）業
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務に関しては、市場リスクが非常に大きいことが

課題となる。 
（３）検討結果 
① 応募リスク 
現時点では、相当な高額となっている応募費

用であるが、この大部分はＰＦＩ固有のリスクと解

釈できる。ＰＦＩ方式とすることで従来方式に比

べて提案書等の作成費用が高騰しているので

ある。ただし、従来方式においても、民間企業

が応募費用を負担することが一般的であること

から、大部分については、公共側から移転した

リスクではない。 
② 工事遅延リスク 
    保険によってカバーできるリスクについては、

事業者は保険を付保することによりリスクヘッジ

することが一般的であるため、工事遅延リスクに

対しては、工事遅延保険を付保することを必要

とする。しかし、現実は、事業者たる建設業者が

リスクを負担し、保険によるリスクヘッジはしてい

ない状況である。 
③ 物価リスク、金利リスク  
応募提案時から処理施設を公共に引き渡す

までの期間の金利変動リスク及び物価変動リス

クは、事業者がコントロールできるものでない。

そのため、当該期間が長期の場合は、事業者

は提案価格に物価上昇や金利上昇を見込んだ

コストを上乗せすることが想定されるため、公共

側で物価リスク、金利リスクを負担した方が望ま

しいと判断する。 
④ 瑕疵リスク 
物価リスク等と同様に瑕疵担保期間が長期の

場合は、事業者は提案価格にコストを上乗せす

ることが想定されるため、瑕疵担保期間の設定

に配慮することが望ましい。なお、事業者は保

険を付保することによりリスクヘッジすることが想

定される。 
（３）リスク移転による定量的効果の検討 
 定量化効果の検討するにあたり、保険料の見積も

りをリスク移転による定量化に用いることとする。これ

は、「ＶＦＭに関するガイドライン（平成13年 7月27

日・内閣府ＰＦＩ推進委員会）」に示しているリスク調整

費の算定方法の基礎となる各リスクの顕在化確率、

及び顕在時の被害額を把握するための根拠となる

データが、公共側に必ずしも蓄積されているとはい

えない状況といえることによる。 

保険料の見積もりによる定量化は、あるリスクにつ

いて、これを適切にカバーするために保険契約を結

ぶことが可能である場合、どの程度の保険料を必要

とするかという額で定量化するものである。 

なお、上記(2)で検討した各リスクのうち、工事遅延

リスク及び瑕疵リスク（施設損傷リスク）が保険によりリ

スク調整費として算出することが可能である。 

以下にリスク移転による定量化効果を示す概算保

険料算定式は、下記のとおりである。 
リスクの種

類 

保険内容 概算保険料算定式注

（年） 

工事遅延 

リスク 

操業開始遅

延保険 

年間維持管理運営費

×保険料率約1.5% 

瑕疵リスク 組立保険・機

械保険 

施設整備費 

×保険料率約0.1% 

注）保険会社へのヒアリング結果 
 
５．まとめ 
以上、インフラ分野におけるＰＦＩ導入の実務にお

ける課題検討として、「事業スキーム構築」、「発生土

の有効（再生）利用」及び「リスク移転効果」について

示した。 
なお、インフラは、我々が日常生活を営むうえで

不可欠なものであり、インフラ分野にＰＦＩを導入する

には、 
①長期安定的な公共サービスの提供が必須 
②安易にリスクを民間に負わせない 
③その中で民間の創意工夫むしろ、性能発注に

よるにおけるエンジニアリングにおける提案を

求める努力が必要 
という事項が原則となる。 
なお、今後もより一層の様々なインフラ分野にお

けるＰＦＩ導入の機運が高まることが想定される。 
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